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１．関電の無能経営が⾚字の真の原因
２．やっぱり出てきた「電気料⾦値上げ」の脅し
３．⽇本の電気料⾦はアメリカに⽐べなぜ 2 倍以上？
４．今夏「電⼒不⾜のウソ」の検証再び…次に騙されないために
５．危険な⼤飯原発
６．国⺠にさらなる被曝を強制する⽇本の官僚政府
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アメリカの電⼒⽣産実績 2010 年

  発電資源
⽯炭
⽯油・重油
天然ガス他
原⼦⼒
通常⽔⼒
揚⽔
再⽣可能他
   合 計

発電量 
18,473

371
9,990
8,070
2,602

-55
3,473

42,924

⽐率  
43.0%

0.9%
23.3%
18.8%

6.1%
-0.1%
8.1%

単位：億 Kwｈ （⼩数点以下四捨五⼊） *「天然ガス他」には主として暖房⽤ガス
の余熱による発電を含む

*「揚⽔」はすでに発電された電気を使っ
ての発電となるため、純発電量から⾒る
とマイナス表⽰となる。

*「再⽣可能他」には「⾵⼒」「太陽光」「⽊
質・⽊質派⽣燃料」「地熱」「その他バイ
オマス」「他未分類」などを含む。

* 合計には送電ロスなどを含む。2010 年
の純発電量は 4 兆 1251 億 kWh だった。

* 出典はアメリカエネルギー情報局（EIA）
の「Table ES1.  Summary Statistics 
for the United States, 1999 through 
2010 
http://www.eia.gov/electricity/annu
al/html/tablees1.cfmアメリカの発電設備 2010 年

単位：100 万 Kwｈ （⼩数点以下四捨五⼊）

  発電資源
⽯炭
⽯油・重油
天然ガス他
原⼦⼒
通常⽔⼒
揚⽔
再⽣可能他
   合 計

発電設備
342

63
470
107

78
20
58

1,138

⽐率  
30.1%

5.5%
41.3%

9.4%
6.9%
1.8%
5.1%

*「天然ガス他」には主として暖房⽤ガス
の余熱による発電を含む

*「再⽣可能他」には「⾵⼒」「太陽光」「⽊
質・⽊質派⽣燃料」「地熱」「その他バイ
オマス」「他未分類」などを含む。

*「発電設備」の原語は「Nameplate 
Capacity」で⽂字通りには認可発電設
備。

* 出典はアメリカエネルギー情報局（EIA）
の「Table 1.2.  Existing Capacity by 
Energy Source, 2010」

http://www.eia.gov/electricity/annual/
pdf/table1.2.pdf

関⻄電⼒の発電設備 2012 年 3 ⽉現在
単位：万 Kwｈ （⼩数点以下四捨五⼊）

発電設備
180
818
696
977
220
442

1
3,334

⽐率  
5.4%

24.5%
20.9%
29.3%

6.6%
13.3%

0.0%

* 新⽇鐵住⾦との合弁会社「和歌⼭共
同⽕⼒発電所」の 30.1 万 kW を「天
然ガス他」に含む

*「⽯炭」は舞鶴発電所 1 か所
*「天然ガス」には関空エネルギーセ

ンター（都市ガス・灯油）の 4 万
kW を含む

* 出典は同社『平成 24 年有価証券報
告書総覧』他。

  発電資源
⽯炭
⽯油・重油
天然ガス他
原⼦⼒
通常⽔⼒
揚⽔
再⽣可能他
   合 計

There is no safe dose of radiation

Don’ t restart Ohi reactors

被曝なき仔猫

使⽤している資料は全て公開資料です。ほとんどがインターネット検索で⼊⼿できます。
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。

 関⻄電⼒はこの 10 ⽉ 29 ⽇、今年度上半期（2012 年 4 ⽉〜 9 ⽉）
の決算短信を公表しました。それによると上期 1 兆 4059 億円の
売上⾼に対して 1168 億円の純損失を計上しました。関⻄電⼒は
原発を⼗分に稼働できないので⽕⼒燃料費が膨れあがり、そのた
めに⾚字決算になった、⼤飯原発に続く次の原発再稼働をするか、
さもなければ電気料⾦を値上げするしかないと主張。⼤⼿マスコ
ミは⼤々的に「関電、燃料費⾼騰で⼤⾚字」と宣伝しています。
⼈件費の削減や仕⼊れもしていない⽇本原燃からの電⼒仕⼊れを
削るだけでこの⾚字は⼤幅に圧縮できますが、より本質的には関
電経営陣の無能が招いた⾚字だということができます。
 アメリカは 1998 年に本格的な電⼒⾃由化を実施しました。直
後には制度構築の問題があって電⼒需給に混乱を来したり、⼀時
的に卸価格が投機の対象になりましたが、その後各電気事業者の
経営努⼒で今は安定しています。アメリカの発電設備を⾒ると最
もコストの⾼い『⽯油・重油』はすでに全体の 5.5% まで落ちて
います。さらに実際の発電となると『⽯油・重油』は 0.9％とほ
とんど動かしていません。当たり前です。誰がわざわざ⾼いコス
トの発電をするでしょうか？もっともコストの安い『⽯炭』は、
全体の 30% の設備能⼒に対して 43% も実際発電をしています。
コストの安い発電を⾏う、これがまともな経営感覚でしょう。
 ところが関電はその最もコストの⾼い『⽯油・重油』が全体設
備の 24.5% を占め『⽯炭』は逆に 5.4% にしか過ぎません。『天
然ガス』は本来⽯炭に次いでコストの安い資源ですが、これも関
電はわざわざ最も⾼い天然ガス（LNG アジア価格またはアジアプ
レミアム）を購⼊しています。原発があろうがなかろうが常にコ
スト削減努⼒をする、これが経営というものでしょう。関電の⾚
字は『総括原価⽅式』に胡座をかいた⾃らの無能と⾼慢が招いた
ものでした。無能で料⾦値上げをされてはかないません。
参照資料：『関⻄電⼒ 平成 25 年 3 ⽉期第 2 四半期決算短信
     （2012 年 10 ⽉ 29 ⽇）

ちなみに CO2 を排出しない
技術が確⽴されたので、⽕⼒発電は

環境影響の少ない⽅法に
なっています



資料出典：⼤阪⽡斯『平成25年3⽉期 第２四半期決算短信』（2012年10⽉29⽇）

Don’ t restart Ohi reactors
やっぱり出てきた「電気料⾦値上げ」の脅し

⽇本の電気料⾦はアメリカに⽐べなぜ 2 倍以上？

今夏「電⼒不⾜のウソ」の検証再び
…次に騙されないために

危険な⼤飯原発

国⺠にさらなる被曝を強制する⽇本の官僚政府

今夏ピーク時最⼤供給実績と
今冬関電供給計画の⽐較

今夏 8 ⽉最⼤供給⽇
8 ⽉７⽇の実績

3026 万 kW

原⼦⼒ 236 万 kW

⽕⼒
1435 万 kW

揚⽔ 406 万 kW

他社受電
693 万 kW

原⼦⼒ 236 万 kW

⽕⼒
1462 万 kW

揚⽔ 292 万 kW

他社受電
486 万 kW

2,000

3,000

0

2,500

2642 万 kW

関電の今冬想定
（2013 年 2 ⽉）

( 万 kW)

⽔⼒ 256 万 kW ⽔⼒ 166 万 kW

207 万 kW 減

114 万 kW 減
90 万 kW 減

27 万 kW 増

合計 384 万 kW 減

１号炉
２号炉

３号炉４号炉

⾚い線が全て「断層破砕帯」

⑥既往トレンチ調査位置南側斜⾯

④3 号炉付近

⑧正⾨付近

⑦陀羅⼭トンネル
⑤既往トレンチ調査位置付近

③１・２号炉背⾯⼭頂付近

①台場浜付近（海岸）

②台場浜付近（陸域）

⑨１・２号炉背⾯斜⾯（北側）付近

原発敷地内断層破砕帯
追加調査ポイント

【参照資料】
原⼦⼒規制委員会：「関⻄電⼒ ( 株 ) ⼤飯発電所 
破砕帯追加調査の進捗状況」の 2012 年 10 ⽉ 9 ⽇
付け「追加調査計画図」及び「原⼦⼒規制庁による
観察状況」（10 ⽉ 1 ⽇〜 9 ⽇）

関電３原発
放射性トリチウム

（液体）放出量
単位：テラ（兆）ベクレル（Bq)

2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010

17
18
23
16
15
14
20
18
23
13

177

53
63
59
63
69
68
60
40
43
65

583

130
64
90
98
66
77
89
74
81
56

825

⼤飯⾼浜美浜

総合計 1585 テラ（兆）Bq

年

合計

⼤飯原発が１年間で放出した
希ガス性放射性物質

（2010 年 4 ⽉〜 2011 年 3 ⽉）

9000 億 Bq
4000 兆 Bq

27 万 Bq
1 億 1000 万 Bq

ヨウ素 131希ガス
実績値
管理値

資料出典：原⼦⼒規制委員会 第 7 回会議（2012 年 10 ⽉ 24 ⽇）資料
「放射線物質の拡散シミュレーションの試算結果について」ｐ３
http://www.nsr.go.jp/committee/kisei/data/0007_04.pdf

There is no safe dose of radiation

⽇本の１０電⼒会社の電気料⾦
単位：円 /1kWh( 表⽰桁以下は四捨五⼊）

電⼒会社
北海道電⼒
東北電⼒
東京電⼒
中部電⼒
北陸電⼒
関⻄電⼒
中国電⼒
四国電⼒
九州電⼒
沖縄電⼒

⼀般家庭・⼩⼝
事業者
21.29
21.57
22.27
21.93
18.70
20.18
20.99
20.51
19.58
24.51

企業・⼤⼝
事業者
14.65
15.01
15.20
14.94
13.22
13.85
14.13
14.23
13.65
18.82

他社販売
12.77

9.68
15.88
13.39
15.47

8.79
8.77

-   
13.15

-   

他電⼒会社
14.96
19.62
12.33
15.69
38.97
11.85
19.82
12.48
44.25

-

平均
16.90
17.35
17.54
16.86
15.74
15.90
15.01
15.89
15.74
21.07

* 出典は各社 2011 年度（2012 年 3 ⽉期）有価証券報告書『販売
電⼒量及び料⾦収⼊』、『⼀般家庭・⼩⼝事業者』は『電灯』に対
応する、『企業・⼤⼝事業者』には『特定規模需要』を含む、『他
社販売』は電⼒会社以外の電気事業者への販売、『他電⼒会社』
は他電⼒会社への『融通電⼒販売』

*2011 年度の状況。東京電⼒は 2012 年 9 ⽉から『⼀般家庭・⼩
⼝事業者』料⾦を値上げし平均約 25 円となっている。

アメリカの電気⼩売り価格
1999 年－2010 年

年度
1999
2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010

⼀般
家庭
6.53
6.59
6.86
6.75
6.98
7.16
7.56
8.32
8.52
9.01
9.21
9.23

商業
5.81
5.94
6.34
6.31
6.42
6.54
6.94
7.57
7.72
8.29
8.14
8.15

産業
3.54
3.71
4.04
3.90
4.09
4.20
4.58
4.93
5.11
5.46
5.45
5.42

輸送
機関
－
－
－
－

6.03
5.74
6.86
7.63
7.76
8.59
8.52
8.45

全平均
5.31
5.45
5.83
5.76
5.95
6.09
6.51
7.12
7.30
7.79
7.86
7.86

単位：円／ 1kWh 換算レートは１ﾄﾞﾙ＝80 円
   表⽰桁以下は四捨五⼊

＊出典はアメリカエネルギー情報局（EIA）の
「Table 7.4.  Average Retail Price of Electricity 
to Ultimate Customers by End-Use Sector 
1999 through 2010」http://www.eia.gov/

 electricity/annual/html/table7.4.cfm
＊1998 年の電⼒⾃由化以来アメリカでは様々なタ

イプの電気事業者が派⽣共存するようになった。
発電、電⼒卸、⼩売り、配電などまた地域によっ
ても価格が違う。この表では「電⼒業界全体」の
データを掲載している。

参照資料：関電ホームページ「でんき予報」の「過去の使
⽤電⼒実績ダウンロード」及び関電プレスリリースより「今
冬の需給⾒通しについて」平成 24 年 10 ⽉ 12 ⽇、

「今冬の需給状況について」平成 24 年 3 ⽉ 23 ⽇

※希ガスの明⽰はないが、クリプトン 85、キセノン 133 が主体と考えられる。
※管理値は規制当局が認めた放出上限値。その数字の⾼さに驚かされる。
※資料出典は「原⼦⼒施設運転管理年報」平成 23 年度版

資料出典：⽂部科学省「放射線等に関する副読本掲載
データ」より「⼩学⽣児童⽤ｐ11」
http://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/sonota/
attach/1313004.htm

資料出典：厚⽣労働省「⾷べもの
と放射性物質のはなし」その１
「新しい基準値のはなし」
http://www.mhlw.go.jp/seisa
kunitsuite/bunya/kenkou_iryo
u/shokuhin/houshasei/

⼤阪⽡斯 2012年度上半期（4⽉－9⽉） 増収増益
単位：億円（表⽰桁以下で四捨五⼊）

対前年⽐
2012年上半期
2011年上半期

売上⾼
12.6%
6,299
5,596

営業利益
137.7%

449
189

経常利益
148.2%

483
195

純利益 
178.6%

309
110

2012年度上半期 売上⾼と利益の内訳

2012年上半期

2011年上半期

売上⾼
営業利益
売上⾼

営業利益

都市ガス
事業 
4,713

146
4,182

-42

LPG・
電⼒他
990
201
822
127

海外 
エネルギー

53
12
51
11

環境・
他事業

843
76

861
82

調整額

-300
13

-321
11

合計 
6,299

449
5,596

189

次ページの検証資料「関⻄電⼒ ピーク時電⼒供給と内訳」をご覧ください

 10⽉末となり今年度各社中間決算の発表時期となりました。予想ど
おり電⼒各社『⾚字決算』のオンパレードでした。そして、北海道電
⼒、関⻄電⼒、四国電⼒、九州電⼒と異⼝同⾳に「原発が再稼働できな
ければ、⾼騰する⽕⼒燃料費が経営を圧迫する。電気料⾦を値上げせざ
るをえない」と主張しています。⽕⼒燃料費が各社の決算上膨らんでい
るのは事実ですが、これは本当に避けられないことなのでしょうか？
 電⼒会社が『燃料費⾼騰で⾚字』の第⼀の原因は、いまだに『⽯油・
重油』の依存度が⼤きいことです。世界的に⾒ても⽇本の電⼒会社の
『⽯油・重油』への⾼い依存度は異常です。アメリカではすでに実際発
電に占める『⽯油・重油』の⽐率は1%を切りました。数年のうちにゼ
ロになるでしょう。『⽯油・重油』はすでに全く発電には適さない資源
になっているのです。現実に⽇本でも電⼒会社以外の電気事業者の⽕⼒
発電で『⽯油・重油』を資源としているところはほとんどなくなりまし
た。⽯油会社の⾃家発電設備ですら『残渣油』を使っています。主⼒は
⽯炭・天然ガスです。

 それでは⽕⼒発電設備しかもたず、しかも『重油・⽯油』が主⼒の
沖縄電⼒はなぜ⾚字ではないのか？それはすでに電⼒料⾦が異常に⾼
く設定してあるからです。（次項「⽇本の10電⼒会社の電気料⾦」を参照の
こと）沖縄の⼈たちはこれまで突出して⾼い電気料⾦を負担させられ
てきました。
 ⼀⽅天然ガスコストはなぜこのように⾼いのか?関電に例を取りま
しょう。関電の『ガス燃料費』は2010年度ですでに2286億円で突
出して⼤きい項⽬でした。2011年度には4161億円に膨れあがりま
す。82%のアップです。関電は天然ガス⾼騰のため、と説明してい
ます。ところがこの説明は辻褄が合わないのです。もしこれが世界的
な現象ならば天然ガスを資源とする⽕⼒発電所はみな⼤⾚字でアメリ
カなら閉鎖に追い込まれます。ところが世界的にはみな天然ガス発電
に投資が⾏われてきました。理由は簡単です。『天然ガス』の価格が
劇的に下がっているからです。アメリカではそのためドミニオン社
（Dominion Resources, Inc）のウィスコンシン州にあるキウォー
ニー原発が閉鎖・廃炉に追い込まれます。⽇本でも同様です。2009
年に本格的に天然ガスをつかって発電事業に進出した⼤阪⽡斯を例に
とりましょう。同社は今年上半期⼤幅な増収増益を達成しました。
純利益は対前年⽐78.6%もアップしています。本業の都市ガス業も
確かに「燃料費調整制度」のおかげで売上げも営業利益もアップしま
した。しかし本当は天然ガスを使った電⼒事業が収益の柱になってい
るのです。売上げでは15.7%に過ぎない同社の発電事業は営業利益
では全社の45%も稼いでいます。関電の「天然ガス⾼騰のため⼤⾚
字」の説明は全く辻褄が合いません。本当の説明は、関電が⼈⼯的に

作られた異常に⾼い天然ガス（LNGアジア価格）を仕⼊
れているからです。異常な⾚字まで作って脅しに使い原
発を再稼働させようとしています。
参照資料：原⼦⼒規制委員会『第⼀回発電⽤軽⽔型原⼦炉の新安全基
準に関する検討チーム』（参考資料1）『新たな安全基準策定の進め
⽅』（2012年10⽉25⽇）、沖縄電⼒Webサイト『電⼒設備詳細』
http://www.okiden.co.jp/corporate/profile/facility.html、沖縄電
⼒『平成24年有価証券報告書』、ロイター電『Dominion closing 
nuclear plant due to low natgas prices』(2012年10⽉22⽇)

 アメリカは1998年に本格的な電⼒⾃
由化に踏み切りました。⼀部⼤⼿電⼒会
社の独占の弊害が世論から厳しい批判を
浴びたためです。ところが⾃由化に適合
した制度設計が未熟だったため、各地で
混乱が起こりました。特にカリフォルニ
ア州では、『電⼒』が投機の対象になっ
たり、あるいは供給事業者が供給責任を
放棄したりして電⼒不⾜になったり、卸
価格が4倍に上がったりの⼤混乱が⽣じ
ました。しかしその後供給者に供給責任
を負わせる制度や料⾦の不公正を排除す
るような仕組みが定着し、全⽶的にはま
だまだ問題が多いものの、2000年代後
半からはやっと『⾃由化』のメリットが
出てくるようになりました。また発電、
送電、配電、卸売り、⼩売りと⾃由に参
加できるようにしたため、各地で公平な
競争もみられるようになり、2011年と
2012年には天然ガスの劇的な価格下落
もあって、料⾦も2010年に⽐べて下落
の傾向にあります。相対的に原⼦⼒発電
の操業コストが⾼くなってきました。こ
のためブッシュ政権、オバマ政権と継続
して⾏われている『原発普及政策』（い
わゆる原⼦⼒ルネッサンス）も不発に終わり
そうな雰囲気です。原発はトータルコス
トが相対的に⾼くなっているのです。特
に福島原発事故以降、⼀般⼤衆と事業者
に原発に対する嫌悪感が広がっていま

す。このため全発電量の20%を越えていた原発⽐
率は18%近くまで下がってきています。この傾向
はさらに続くでしょう。
 興味深いのは、「福島原発事故」前の2010年時
点、⽇本の原発が⾼い利⽤率だった頃ですら、⽇本
の電気料⾦はアメリカの2倍も⾼かったという事実
です。特に⼀般家庭向け電気料⾦はアメリカの2倍
以上です。
 「原発が⼀番安い発電⼿段、原発なしでは料⾦が
上がる」という説明とは⽭盾しています。なぜ⽇本
の電気料⾦はアメリカと⽐べ2倍以上も⾼いのか？

 答えは『電⼒の独占』にあります。その
独占も⽇本の電⼒会社は、家庭⽤電気料⾦
では完全に『地域独占』、発電と送配電（送
電網と配電網）の独占、販売の独占と⼆重三重
の『独占』に守られています。しかも無能
で経営努⼒を怠っていても3%の純利益だけ
は確保される『総括原価⽅式』の下では電
⼒料⾦が⾼くならない⽅が不思議というも
のでしょう。

 今夏、関電、電気事業連合会、野⽥⺠主
党政権、官僚政府、関⻄広域連合、⼤⼿マ
スコミ総ぐるみの「原発なしでは電⼒不
⾜」のデマ・キャンペーンは驚くほど稚拙
なものでした。しかし「嘘も百回⾔えば･･
･」の例えどおり真実らしく聞こえてくるか
ら不思議です。今その⼿⼝をもう⼀度検証
しておくのも無駄ではないでしょう。⼿⼝
の第⼀は、福島原発事故前、電気が無駄に
使われていた2010年と⽐較して2012年の
需要予測をしたことです。この⼿を使うと
2011年実績より10％以上も⼤きい需要予
測が出ます。第⼆は電⼒会社を取り巻く需
給環境の激変を無視して電⼒会社の供給能
⼒を過⼩評価したことです。⼤⼿事業所の

⾃家発電設備、独⽴系電気事業者や電源開発
などからの供給⼒をほとんど計算に⼊れませ
んでした。第三は電⼒会社⾃体の発電能⼒を
実際の設備から⼤幅に間引きして⾒積もった
ことでした。関電に例をとると需要は約300
万kW過⼤に⾒積もり、供給能⼒は約400万
kWも過⼩に⾒積もりました。こうして「電
⼒不⾜」の嘘が作られ、⼤飯原発再稼働の⼝
実とされたのです。関電は⼤飯原発再稼働を
継続したまま、今冬さらに384万kWも供給
を減らすとぬけぬけと⾔います。⾃ら「電⼒
不⾜の嘘」を認めた格好です。さらに同じ⼿
が今冬北海道電⼒管内で使われようとしてい
ます。

 ⼤飯原発の危険は通常運転時、事故を起こさなくても危険な放
射能を環境に放出してきたことです。10年間で放射性トリチウ
ムを825テラベクレルも放出しました。これは関電3原発が放出
した合計1585テラベクレルの半分以上にあたります。さらに1
年間でクリプトン85やキセノン133を中⼼とする放射性物質を
希ガスの形で9000億ベクレルも放出し、ヨウ素131を27万ベク
レル放出しました。原発地元の⼈たちは「全く安全」と信じ込ま
されているか、あるいはそのことすら知らない⼈たちもいます。
 さらに差し迫った危険は敷地内の断層破砕帯が活断層である可
能性が強まったことです。調査を命じられた関電はこの10⽉末
「活断層ではない」という『中間報告』（後で逃げるための常套⼿
段です）を原⼦⼒規
制委員会に提出しま
した。その規制委員
会が11⽉2⽇から直
接 調 査 を 開 始 し ま
す。再稼働は中⽌す
べきです。 

 原⼦⼒規制委員会は10⽉24⽇避難計画策定のための苛酷事故時の避難範囲シミュレーションを公表しまし
た。ところがその時の避難基準は7⽇間で100ミリシーベルトの被曝というものでした。チェルノブイリ事故
の時は5ミリシーベルト以上が、また昨年の福島原発事故の時は事実上20ミリシーベルトの被曝が避難基準で
した。今回規制委員会はさらに苛酷な避難基準を設定し国⺠に被曝を強制しようとしています。さらに⽂科
省、環境省、農林省、厚⽣労働省、⾷品安全委員会、消費者庁などの政府官僚は、放射線被曝に安全量や安全
な境⽬があるかのような⾮科学的なデマを流し、国⺠に更なる被曝を強制しようとしています。


